（別紙１）

予算要求資料
平成29年度当初予算　　　支出科目　款：衛生費　項：医務費　目：医療整備対策費
	事業名　新県有施設ＡＥＤ導入事業費


（この事業に対するご質問・ご意見はこちらにお寄せください）　

　　　　　健康福祉部　医療整備課　医療整備係　電話番号：058-272-1111（内2535）

　　　　　　　E-mail： c11229@pref.gifu.lg.jp
１　事業費　33,019千円（前年度予算額：  0千円）
＜財源内訳＞　
	区　分
	事業費
	財　　　　源　　　　内　　　　訳

	
	
	国　庫

支出金
	分担金

負担金
	使用料

手数料
	財産収入
	寄附金
	その他
	県　債
	一　般

財　源

	前年度
	0
	0
	0
	0
	0
	0
	0
	0
	0

	要求額
	33,019
	0
	0
	0
	0
	0
	0
	0
	33,019

	決定額
	25,000
	0
	0
	0
	0
	0
	0
	0
	25,000


２　要求内容
（１）要求の趣旨（現状と課題）
平成16年7月、それまで医師等に限られていた自動体外式除細動器（ＡＥＤ）の使用が一般市民も可能となった。一方で、県有施設は不特定多数の県民の利用が想定されるにもかかわらず、ＡＥＤが設置されていない施設があるなど、十分整備されていない状況である。

そのため、新たに制定する「県有施設におけるＡＥＤの設置及び管理の基準に関する要綱」に基づき、県民の安全・安心を確保するため、全ての県有施設に自動体外式除細動器（ＡＥＤ）を初度配備する。
（２）事業内容

＜設置内容＞　リース契約によるＡＥＤの設置
＜設置期間＞　平成29年度～平成34年3月31日
（債務負担行為設定）

＜設置個所＞　ＡＥＤが設置されていない県有施設や施設の規模や性質により複数設置が必要な県有施設（交番・駐在所、総合庁舎等）
＜設置台数＞　４３４台（1施設に1台以上設置する）

（３）県負担・補助率の考え方

県10/10（県有施設及び県内全地域における安全対策であるため）
（４）類似事業の有無
有
３　事業費の積算内訳
	事業内容
	金額
	事業内容の詳細

	使用料及び賃借料
	33,019
	ＡＥＤリース料

	合計
	33,019
	


	　決定額の考え方　

広く県民が利用する県有施設に限定することとし、県営住宅分の計上は見送り、25,000千円を計上します。



４　参考事項
（１）各種計画での位置づけ
一般財団法人日本救急医療財団が策定した「ＡＥＤの適正配置に関するガイドライン」において、公共施設へのＡＥＤ設置が望ましいとされている。
また、本県が制定する「県有施設におけるＡＥＤの設置及び管理の基準に関する要綱」では、県有施設に１台以上のＡＥＤを設置するものとしている。

（２）国・他県の状況

茨城県と千葉県では、ＡＥＤの普及促進に関する条例を制定済み。また、東京都と神奈川県は、都県内の全交番及び駐在所にＡＥＤを設置している。
（３）後年度の財政負担
５ヶ年リース契約のため、継続的な財政負担が必要
（４）事業主体及びその妥当性
県有施設における安全・安心の確保のための事業であるから、県が実施すべきである。
